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法面変位センシングシステムを道路法面に適用した場合の概念図を示す。斜面に設置したセンサから放射された電波を道路脇に設置した複数
の子受信機で受信し，受信信号を親受信機まで伝送する。各子受信機の電波位相を比較してセンサの変位をミリメートルオーダーで計測する。

法面変位センシングシステムの概念図
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自然斜面・法面（のりめん）（注1）で，集中豪雨・積雪等を
原因とした地すべりによる災害は国内で年間１千件程度発
生しており，地すべりの危険箇所は１万箇所程度ある。地
すべりによる斜面崩壊の前兆としてミリメートルオーダー
の変位が発生する。
三菱電機は，このミリメートルオーダーの変位を計測す
るシステムとして2.4GHz帯の電波位相差を用いた変位計
測システムの開発を進め，フィールドでの計測・評価を
行ってきた。しかし，既存の無線システムとの電波干渉に
よって安定した計測が困難になるという懸念がある。今回，
近年開発・実用化が進んでいるセンサネットワークと変位

計測システムを融合させ，センサネットワークの無線規格
である920MHz帯の電波位相差を用いて道路法面の変位
をセンシングするシステムの開発を行った。920MHz帯の
波長は2.4GHz帯と比較して約３倍長いため，このままで
は変位計測精度が悪化してしまう。しかし，観測位相誤
差は反対に2.4GHz帯と比較して小さくなり，法面の管理
に必要な約１mmの精度で変位を安定して計測可能である。
またセンサ端末を強制的に変位させた実験の結果，１時間
当たり数mmの変位を検知できることが明らかになった。
（注１）… 道路工事や宅地造成等によって人工的に形成された斜面
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1．ま　え　が　き

自然斜面・法面で，集中豪雨・積雪等を原因とした地
すべりによる災害は国内で年間１千件程度発生しており（1），
地すべり危険箇所は１万箇所程度ある（2）。地すべりによる
斜面崩壊の前兆としてミリメートルオーダーの変位が発生
することが知られており，道路法面の管理基準値の目安と
して用いられている（3）。土質や工事方法等に応じて管理基
準値は現場ごとに設定されているが，その計測には１時間
当たり数mm以上の変位量の計測が必要である（4）。
このミリメートルオーダーの変位を計測する技術として，
GPS（Global…Positioning…System），光波測量，伸縮計を
用いた方法がある。しかし，GPSでは電離層の影響等によ
る誤差を軽減するために１日程度の平均処理が必要であり
即時性に欠ける，光波測量では濃霧等の悪天候時に計測が
困難である，伸縮計は斜面上に不動点を確保することが困
難であるという問題がある。
当社はこれらの問題を解決するために，電波位相差を用
いてミリメートルオーダーの微小な変位を長期間にわたり
常時三次元計測するシステム（変位計測システム）を開発し
てきた。
本稿ではセンサネットワークと融合させた変位センシン
グシステムについて述べる。

2．電波位相差を用いた法面変位センシング技術

2. 1　法面変位センシングシステム

図１に法面変位センシングシステムの概念及び原理を示
す（5）（6）。このシステムは斜面上に設置したセンサ端末から
放射された電波を複数の子受信機で受信し，子受信機間の
位相差を計測することでセンサ端末の変位を高精度に計測
する。これまで2.4GHz帯の電波位相差を用いてミリメー
トルオーダーの微小な変位を長期間にわたり常時三次元計
測するシステム（変位計測システム）の開発を進め，フィー
ルドでの計測・評価を通じた検証を行ってきた（5）。しかし，
2.4GHz帯の周波数は無線LAN（Local…Area…Network）等
の近距離無線で用いられるため，電波干渉によって安定し

た計測が困難になるという懸念が生じる。
そこで無数のセンサ端末間で安定した通信を行うことを
目的として，近年開発・実用化が進んでいるセンサネット
ワーク向けの920MHz帯の電波を用いて道路法面の変位
をセンシングするシステムの開発を行った。このシステム
では，温度・傾斜等の様々なセンサ間の通信に用いられる
電波を利用して変位計測を行うことによって，様々なセン
サの情報収集と変位計測を同時に行うことが可能になった。
また，この通信は変位計測用電波の送信指示にも使用され，
センサ端末間のマルチホップ通信によって広範囲（数百m
四方）にセンサ端末が設置可能になった。
斜面に設置した複数のセンサ端末は，親受信機からの指
示によって変位計測用電波を発信し，道路脇に設置した複
数の子受信機でその電波を受信する。各センサ端末から放
射する電波は，センサ端末ごとに分離できるように親受
信機からの指示によって時分割で発信する。子受信機で受
信した電波は高周波信号として同軸ケーブル又は光ファイ
バを通じて親受信機に伝送される。親受信機に伝送された
高周波信号は，中間周波数に周波数変換された後，A／D
（Analog／Digital）変換器によってデジタルデータに変換
される。このデジタルデータで導出される子受信機間の位
相差から，センサ端末の変位を高精度に推定することがで
きる。変位センシングの原理については2. 2節で述べる。
変位計測結果は携帯電話等のネットワーク回線を介して
サーバに格納し，遠隔地からモニタリングすることが可能
である。
2. 2　電波位相差による変位センシングの原理

電波位相差による変位センシングでは，電波の位相差
（図１に示した電波のずれ量）を用いることで高精度な計測
を実現する。周波数が920MHzの電波を用いた場合，波
長は約30cmである。位相差は波長の数十分の一の精度で
計測可能なため，ミリメートルオーダーの変位計測が可能
になる。このシステムでは子受信機間の電波位相差を用い
ることでセンサ端末と子受信機間の同期を不要とする。た
だし子受信機間の同期は必要であり，高周波信号を親受信
機に集約することで実現している。
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図１．法面変位センシング技術の概念及び原理
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次に変位計測の原理を述べる。センサ端末の位置座標を
（x，y，z），m番目，n番目子受信機の位置座標をそれぞれ，
（Xm，Ym，Zm），（Xn，Yn，Zn）とすると，m番目とn番目
子受信機間の位相差φm，nは以下のようにセンサ端末とm
番目，n番目の子受信機間の距離差として表される。

… … ⑴

ここでλは電波の波長であり，２πL（Lは整数）は整数値
バイアスと呼ばれる波長の整数倍の不確定性である。この
整数値バイアスの初期値は機器設置時に測距計等を用いて
計測し，変位発生に伴い変動する値に関しては測位値を追
尾することで推定する。（x，y，z）を未知数とした式⑴は，
図１に示した等位相差面（等距離差面）を表し，複数の子受
信機の位相差から複数の等距離差面が求められ，それらの
交点からセンサ端末を高精度に測位することが可能である。
この技術の測位原理は，電波の送受信を逆にした以外は
位相差GPSの原理と同様であり，センサ端末がGPS受信
機，子受信機はGPS衛星に相当する。GPSでは電離層等
の擾乱（じょうらん）の影響を受けるのに対し，このシステ
ムでは電波の伝播（でんぱ）距離が短いため，擾乱の影響
を受けない点が利点である。変位計測精度についてもGPS
と同様の理論に基づき次のように与えられる。

… ………………………………… ⑵

ここで，εposは変位計測誤差，εphaseは受信機雑音や周囲
環境に伴い発生する外来雑音による観測位相誤差，σDOP
は，DOP（Dilution Of Precision：誤差増倍率）と呼ばれ
るセンサ端末と子受信機の位置関係で決定される係数であ
る。センサ端末を取り囲むように子受信機を配置すること
ができれば，等位相差面が直交するのでDOPが小さくな

り測位誤差を低減させることができる。また，波長λに比
例して変位計測誤差が増加することが分かる。2.4GHzの
波長に対して920MHzの波長は約2.6倍長いため，このま
までは変位計測精度は約2.6倍悪くなるが，観測位相誤差
を小さくできれば920MHz帯の電波でも高精度計測が可
能であることを検証実験によって明らかにした。

3．検　証　実　験

3. 1　原理検証実験

法面変位センシングシステムの原理検証実験を行った。
実験機材の構成を図２に示す。当社の情報技術総合研究所
構内の芝生に実験機材を設置して実験を行った。
センサ端末は斜面に設置して長期間計測を実現するため，
太陽光発電による自立電源で動作する端末を試作した。連
続して１週間程度日照がない場合でも連続動作可能なよう
に蓄電デバイス（キャパシタ）を搭載した。920MHz帯を用
いることで無線モジュールの低消費電力化が実現できて無
日照時でも長期間にわたって高頻度（６分周期）で変位計測
が可能になった。またセンサ端末の制御基板には温度セン
サを搭載して温度情報も収集可能である。ほかのセンサと
接続可能なインタフェースも設けたので，傾斜計や雨量計
等を接続してのデータ収集が可能である。さらにセンサ端
末間でのマルチホップ通信によって広範囲（数百m四方）の
計測が可能である。
子受信機はアンテナと直流電源，増幅器を備え，センサ
端末の変位計測用電波を受信する。受信した高周波信号は
同軸ケーブルを通してユニットハウス内に設置した親受信
機に伝送される。
親受信機に伝送された高周波信号は，フィルタによる
帯域制限，周波数変換が行われた後にA／D変換に送られ，
デジタルデータに変換される。信号処理部では，このデジ
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図２．原理検証実験機材の構成
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タルデータを用いて2. 2節で述べた原理に基づいてセンサ
端末の位置を計算する。制御部ではセンサ端末と通信を行
い，ネットワークの構築，温度センサデータの収集，セン
サ端末の変位計測用電波の発信制御等を行う。
センサ端末６台を設置して強制的に変位させる実験を
行った。実験条件を表１に，センサ端末と子受信機の配置
図を図３に示す。図３のTx3をx方向に強制的に４mm変
位させた。実験結果を図４に示す。＊は計測値であり６分
ごとの測位値を３サンプル移動平均した値である。点線は
真値である。計測が４mmの変位を捉えていることが分か
る。またこのときの変位計測誤差（計測値－真値の全計測
時間での二乗平均平方根）は約１mmであり，観測位相誤
差εphaseは約３degであった。2.4GHz帯の観測位相誤差約
10deg（5）と比較して約1/3であり，波長による変位計測誤
差増加分をほぼ打ち消して2.4GHz帯の場合と同等の精度
で計測が可能であることが明らかになった。
3. 2　実　証　実　験

2017年９月から，このシステムの試作機を東日本高速
道路㈱が管理する法面に設置し，実証実験を開始している。
実験の様子を図５に示す。法面の100m四方のエリアにセ
ンサ端末15台，子受信機16機を設置した。実環境下で天

候や植生等が変位計測精度に及ぼす影響を調査している。

4．む　す　び

920MHz帯の電波を用いて，斜面・法面の変位を高精度
に計測可能なセンシング技術の原理検証実験結果を示した。
この実験でこの技術によって法面の管理に必要なミリメー
トルオーダーの計測が可能であることを確認した。今後は，
高速道路の法面での実証実験を通して実環境下での計測精
度・耐久性を検証する。
この研究成果の一部は，国立研究開発法人 新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）からの委託研究で
得られたものである。また，実証実験にご協力いただいた
東日本高速道路㈱に感謝する。
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表１．実験条件
送信出力 20mW

送信周波数 927.4MHz（変位計測用）
927.5MHz（通信・制御用）
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図３．センサ端末と子受信機の配置図
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図４．強制変位実験結果（センサ端末＃５）
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